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水垂運動公園（仮称）整備に係る覆土厚調査業務公募型プロポーザル実施要項 

 

京都市文化市民局 

市民スポーツ振興室 

 
水垂運動公園（仮称）整備に係る覆土厚調査業務の受託者として最も適した候補者（以下

「受託候補者」という。）を選定するに当たり、当該業務の品質を確保し、効果的に実現する

ため、次のとおり公募型プロポーザル方式による企画競争を行う。 
 

１ 業務の内容 

⑴ 件名 

   水垂運動公園（仮称）整備に係る覆土厚調査業務（以下「本業務」という。） 

 ⑵ 業務内容、履行期間等 

別に定める「水垂運動公園（仮称）整備に係る覆土厚調査業務委託仕様書」（以下「仕

様書」という。）のとおり 

 

２ 契約上限額 

金２０，０００千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

なお、全て又は一部を問わず、前金払は支払わない。 
 

３ プロポーザルの参加資格 

⑴ 次のア、イのいずれかの登録があること。 
ア 建設コンサルタント登録規程に規定する登録部門のうち「廃棄物部門」、「土質及び

基礎部門」、「地質部門」、「都市及び地方計画」のいずれか１部門以上 
イ 土壌汚染対策法に基づく指定調査機関 

 ⑵ 元請として、次のア～ウの全ての要件を満たす業務を１件以上、履行した実績がある

こと。 

 ア 国又は地方公共団体が発注したものであること。 
 イ 平成２５年度以降に元請として受注し履行済みであること。 
ウ 業務内容として、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の規定により、廃棄物が地下

にある土地であって、土地の掘削等が行われることにより生活環境の保全上の支障が

生ずるおそれがあるものとして指定された区域の廃棄物層等の調査」及び「土壌汚染

対策法に基づく土壌調査」（いずれも計画立案を含む。）に係る業務を履行した実績を

有すること。ただし、それぞれ一つの契約でなくとも可とする。 
⑶ 次のア～ウの全ての要件を満たす者を管理技術者及び担当技術者として配置できるこ

と。 
  なお、管理技術者、担当技術者のほか、本業務に従事する担当者を必要に応じて配置

すること。 
  ア 自社において、引き続き３箇月以上の雇用関係があること。 
  イ 次の(ｱ)～(ｳ)のいずれかの資格を有すること。 
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(ｱ) 技術士法施行規則に規定する技術部門のうち、「建設部門」の選択科目における「都

市及び地方計画」又は「土質及び基礎」の技術士資格 

(ｲ) 技術士法施行規則に規定する技術部門のうち、「総合技術監理部門」の選択科目に

おける「建設－都市及び地方計画」又は「建設－土質及び基礎」の技術士資格 
(ｳ) 土壌汚染対策法に基づく土壌汚染調査技術管理者の資格 

ウ 本項⑵のア～ウの全てを満たす業務に従事した実績を有すること。 
 ⑷ 契約締結後であっても、次のア～ウに該当することが判明した場合には、本市は契約

を解除できるものとする。 
ア 京都市暴力団排除条例第２条第１項第１号に規定する暴力団及び同条第４号に規定

する暴力団員等並びに同条第５号に規定する暴力団密接関係者 
  イ 京都市競争入札参加有資格者名簿に登録がない者 

ウ 京都市競争入札等取扱要綱第２９条第１項の規定に基づく競争入札参加停止の措置

を受けている者 
 

４ 応募手続等 

 ⑴ 提出書類 
   次のア～ケに掲げる書類を後記「10 問合せ先及び提出先」に提出すること。 
  ア 参加申請書（第１号様式） 
  イ 業務実績調書（第２号様式） 
  ウ 配置技術者調書（第３号様式） 
  エ 資格を証明する資格者証等の写し 

「ウ 配置技術者調書（第３号様式）」に記載する者について、規定する資格を有す

る者がいる場合は提出すること。 
  オ 管理技術者及び担当技術者の３箇月以上の雇用を証明する書類 
    常勤の自社社員であり、参加申請日において引き続き３箇月以上の雇用関係にあるこ

とが確認できる書類（会社名が表示されている健康保険証等）の写しを提出すること。 
  カ 業務従事者配置調書（第４号様式） 
    管理技術者及び担当技術者以外に本業務に従事する者がいる場合に記載すること。 

キ 技術提案書（様式自由） 

    次の(ｱ)～(ｳ)について、Ａ４版の両面５枚（１０ページ）以内で作成すること。 

   (ｱ) 実施方針 

     仕様書を踏まえ、本業務で求める成果を得るために実現可能な進め方や調査方法

等を的確に示すこと。 

   (ｲ) 実施体制及び実施フロー等 

     本業務で求める成果を得るために実現可能な実施体制や実施フロー等を提案すること。 

   (ｳ) 提案項目 

     「最終処分場の跡地活用における必要な法令対応及び留意事項」をテーマとし、

当該地の特性や他施設の事例を踏まえ、具体的に提案すること。 

  ク 見積書（第５号様式）、経費内訳書（様式自由） 

    仕様書に基づき本業務の見積書を作成のうえ提出すること。 
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  ケ 誓約書（京都市暴力団排除条例及び京都市暴力団排除条例施行規則に係る要綱 様

式第１号） 

⑵ 提出部数 
ア 「４⑴キ 技術提案書」       ：紙媒体５部 
イ その他資料（４⑴ア～ケのうちキ以外）：紙媒体各１部 

 ⑶ 提出期限 

 令和６年７月１７日（水）午後４時（必着） 

 ⑷ 提出方法 
   持参又は郵送することとする。これら以外の方法（ＦＡＸ、E-mail 等）による提出は受

け付けない。郵送する場合は期間内の必着とし、必ず電話等により到達確認を行うこと。 
 ⑸ 留意事項 
  ア 企画提案書等の内容は、見積金額の範囲内で提案者が実現できる内容とすること。 
  イ 提案審査は企画提案書等により行うため、専門的な知識を持たない者でも理解でき

る表現で記載すること。 
  ウ 「仕様書のとおり」といった記述に終始しないこと。 
  エ Ａ４版の両面（縦横は問わない。）とすること。ただし、図面等について、Ａ３版の

用紙をＡ４版に折り込むことは可能とする。 
 ⑹ その他 

ア この応募手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
イ 失格事項 
  参加申請書、企画提案書等が次の(ｱ)～(ｵ)に該当する場合は、失格となるときがある。

また、受託候補者の選定に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合も失格とする。 
(ｱ) 提出書類、提出期限、提出方法及び提出先に適合しないもの 

(ｲ) 指定する様式及び記載上の留意事項に示した条件に適合しないもの 

(ｳ) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

(ｴ) 虚偽の内容が記載されているもの 

(ｵ) 本市が示した契約上限額を上回る見積価格であるもの 
ウ 制約事項 

 (ｱ) 提出書類の作成及び提出に要する費用は、全てを提案者の負担とする。 

 (ｲ) 提出された書類は、事業者の選定以外には提案者に無断で使用しない。 

 (ｳ) 提出された書類は、事業者の選定を行う作業に必要な範囲において、複製を作成

することがある。 

 (ｴ) 提出された書類について、提出期限後の差替え及び再提出は一切受け付けない。 

 (ｵ) 提出された書類は、全て返却しない。 

 

５ 参考図書の閲覧 

プロポーザルへの参加希望者は、以下の参考図書を閲覧することができる。 

・水垂地区の整備基本計画策定業務報告書（平成 19 年度） 

・（仮称）水垂運動公園測量業務報告書（平成 20 年度） 

・（仮称）水垂運動公園基本設計業務（平成 21年度） 
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・（仮称）水垂運動公園整備基本計画見直し等検討業務報告書（平成 27年度） 

・水垂運動公園（仮称）整備における官民連携による基盤整備等検討業務（令和２年度） 

・水垂運動公園（仮称）整備に係る擁壁等基礎調査業務（令和４年度） 

・水垂運動公園（仮称）整備に係る現況調査業務報告書（令和５年度） 

 

⑴ 閲覧期間 

   令和６年７月９日（火）（日曜日及び土曜日並びに国民の祝日に関する法律に規定する

休日を除く。）までの各日午前９時～午後４時（正午～午後１時を除く。） 

 ⑵ 閲覧申請 

閲覧を希望する者は、後記「10 問合せ先及び提出先」に記載されている担当者と事

前に日時を調整したうえで来庁すること。 

 ⑶ 閲覧場所 

   「10 問合せ先及び提出先」のとおり 

 

６ 本件に対する質問期限及び回答 

  募集内容について質問等がある場合は、以下⑴～⑶により受け付ける。ただし、他の応

募事業者に関する質問には応じない。 
⑴ 質問期限 

   令和６年７月９日（火）午後４時（必着） ※期限後の質問は、一切受け付けない。 
 ⑵ 質問方法 
   後記「10 問合せ先及び提出先」に E-Mail で問い合わせること（様式は任意）。面談

又は電話での質問は一切受け付けない。 
 ⑶ 回答日及び回答方法 
   質問者に関する情報は伏せたうえで、令和６年７月１２日（金）午後４時までに本市

ウェブページに質問及び回答を掲載する。 
 

７ 受託候補者の選定に関する審査 

応募者から提案された価格、その他提案事項のほか、応募者のこれまでの実績等につい

て、別紙１「水垂運動公園（仮称）整備に係る覆土厚調査業務 受託候補者評価要領」に

基づき総合的に審査し、本市が決定する。 
 

８ 受託者の決定 

 ⑴ 審査結果の通知 
   審査結果は、書面をもって令和６年７月下旬に通知する。また、結果については、本

市ウェブページで公開する。 
 ⑵ 受託者の決定 

   受託候補者と協議し、仕様等の契約内容について合意した場合は、契約を締結する。 
   なお、受託候補者（第一交渉権者）と協議し、合意しなかった場合は、次順位の交渉

権者を新たな受託候補者として協議を行う。 
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９ 契約に関する基本的事項 

受託者との契約においては、別紙２「委託契約書（案）」及び以下を基本とする。 

 ⑴ 契約金額及び内容 

   契約金額は、受託候補者の提示価格に基づき、受託候補者と協議のうえ決定する。 

   契約内容は、仕様書及び企画提案書の内容に基づき、受託候補者と協議のうえ決定す

る。ただし、提案内容は、実現を確約したものとみなす。 

 ⑵ 選定後の準備 

   選定された受託候補者は、業務開始時までに実施方法の詳細について本市と協議し、

必要な準備を完了するものとする。 

 

10 問合せ先及び提出先 

⑴ 住所 

〒６０４－８５７１ 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

 ⑵ 担当部署及び担当者 

京都市文化市民局市民スポーツ振興室（担当 野中、中川） 

 ⑶ 連絡先 

ア 電話 

０７５－２２２－３１３５ 

イ E-Mail 

  sports@city.kyoto.lg.jp 

 

mailto:sports@city.kyoto.lg.jp

